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平成２４年１０月４日判決言渡し 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号供託金還付請求権取立権確認請求事件 

口頭弁論の終結の日 平成２４年８月２３日 

 

判     決 

原告           国 

被告（脱退）       Ｚ株式会社 

     被告引受人        株式会社Ｙ 

 

       主     文 

１ 原告と被告引受人との間で、別紙供託金目録記載の供託金につき、原告が還付

請求権の取立権を有することを確認する。 

２ 訴訟費用は、被告引受人の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

主文と同じ。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

原告は、租税債権を徴収するため、滞納者の有する債権を差し押さえたが、

差押えに係る債権は、将来発生する債権として被告が譲り受けていた。そこで、

差押えに係る債権の債務者は、民法４９４条により、滞納者又は被告を被供託

者として、供託をした。 

原告は、供託金の還付請求権を差し押さえ、その取立権を有することの確認

を求めて、本件訴えを提起した。 

その後、供託金の還付請求権が被告から被告引受人に譲渡されたことから、
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被告引受人が本件訴訟を承継し、被告が本件訴訟から脱退した。 

２ 前提となる事実（争いがない。） 

（１）原告は、株式会社Ａ（以下「Ａ」という。）に対し、平成２２年１月２２

日当時、別紙租税債権目録１記載の租税債権を有していた。 

（２）被告及び株式会社Ｂ（以下「Ｂ」という。）とＡは、平成２０年５月３０

日、被告及びＢがＡに対して有する債権を担保するため、ＡのＣ株式会社（以

下「Ｃ」という。）外４社に対する工事請負代金債権のうち同年２月２９日

から平成２３年７月３日までの間に発生するものを被告及びＢに譲渡するこ

との契約（以下「本件債権譲渡契約」という。）を締結した。そして、これ

に基づき、平成２０年６月１８日、債権譲渡登記ファイルに譲渡の登記がさ

れた。 

（３）Ａは、平成２１年５月１８日、Ｃとの間で、建物改修工事を請け負うとの

契約（以下「本件請負契約」という。）を締結した。その際、ＡとＣは、本

件請負契約によって生ずる債権について、譲渡禁止の特約を付する合意をし

た。そして、Ａは、出来高から弁済受領済みの額を控除した残額である５７

万２０００円の請負報酬債権（以下「本件請負報酬債権」という。）を取得

した。 

（４）被告は、Ｃに対し、平成２２年１月１４日、本件債権譲渡契約及び譲渡の

登記がされたことについて、通知をした。 

（５）原告は、（１）記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法に６２条に基

づき、同月２２日、本件請負報酬債権を差し押さえた。 

（６）Ｃは、同年２月９日、過失なく債権者を確知することができないとして、

民法４９４条により、別紙供託金目録記載のとおり、被供託者をＡ又は被告

として、本件請負報酬債権に係る債務の全額を供託した。 

（７）（１）記載の租税債権は、同月１９日時点において、別紙租税債権目録２

記載のとおりとなっていたところ、原告は、これを徴収するため、国税徴収
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法６２条に基づき、同日（６）記載の供託金の還付請求権（以下「本件還付

請求権」という。）を差し押さえた。 

（８）被告は、平成２３年１２月１９日、本件還付請求権を被告引受人に譲渡し

た。 

３ 原告の主張 

（１）本件請負報酬債権には、譲渡禁止の特約が付されていた（２（３））。そ

して、本件請負報酬債権は、本件債権譲渡契約が締結された時点では発生し

ていなかったから、譲渡禁止の特約について善意（民法４６６条２項ただし

書）の概念を容れる余地がないし、仮にそうでないとしても、被告は、本件

債権譲渡契約の締結当持、善意で、重大な過失がなかったとはいえないから、

本件請負報酬債権を取得できない。したがって、被告引受人は、本件還付請

求権を取得できない。 

（２）被告引受人は、原告が譲渡禁止の特約の存在を理由に譲渡の無効を主張す

ることはできないと主張するが、原告は、本件請負報酬債権を差し押さえた

債権者であって、譲渡の無効を主張する独自の利益を有するから、原告が譲

渡の無効を主張することは許されるというべきである。 

４ 被告引受人の主張 

（１）原告の主張は、将来債権については譲渡禁止の特約について善意の概念を

容れる余地がないとするものであるが、そのように解することは、債権の譲

渡性への信頼を損ない、また、将来債権譲渡の担保的機能を阻害するもので

あって、妥当でない。そして、被告は、譲渡禁止の特約について善意であり、

かつ、重大な過失がなかった。 

（２）債権についての譲渡禁止の特約は、債務者の利益を保護するためのもので

あるところ、債務者であるＣには、譲渡の無効を主張する意思がなかったか

ら、原告は、譲渡禁止の特約の存在を理由に譲渡の無効を主張することがで

きない。 
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第３ 当裁判所の判断 

１ 本件請負報酬債権には、譲渡禁止の特約が付されていた（２（３））。そし

て、債権の譲渡禁止の特約についての善意（民法４６６条２項ただし書）とは、

譲渡禁止の特約の存在を知らないことを意味し、その判断の基準時は、債権の

譲渡を受けた時であるところ、本件請負報酬債権に譲渡禁止の特約を付する合

意がされたのは、被告が本件請負報酬債権を譲り受ける契約を締結した後のこ

とである（前提となる事実（２）、（３））から、本件請負報酬債権の譲渡当

時の被告の善意について論ずることは不可能であって、無意味というほかない。

したがって、本件債権譲渡契約により被告が本件請負報酬債権を取得したとは

認められない。被告引受人は、このように解することは、債権の譲渡性への信

頼を損ない、また、将来債権譲渡の担保的機能を阻害するものであって、妥当

でないと主張するが、採用することができない。 

２ 債権の譲渡禁止の特約は、債務者の利益を保護するために付されるものであ

り、譲渡禁止の特約に反して債権を譲渡した債権者は、同特約の存在を理由に

譲渡の無効を主張する独自の利益を有しないのであって、債務者に譲渡の無効

を主張する意思があることが明らかであるなどの特段の事情がない限り、その

無効を主張することは許されないと解される（最高裁判所平成２１年３月２７

日第二小法廷判決・民集６３巻３号４４９頁）。 

しかし、原告は、譲渡禁止の特約に反して債権を譲渡した債権者ではなく、

同特約の付された債権について差押えをした債権者であって、同特約の存在を

理由に譲渡の無効を主張する独自の利益を有するものということができる。 

したがって、原告が本件請負報酬債権の被告への譲渡が無効であると主張す

ることは、許されるというべきである。 

第４ 結論 

よって、原告の請求は理由がある。 
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東京地方裁判所民事第３７部 

裁判長裁判官     村上正敏 

裁判官     片山博仁 

裁判官     林 優香子 


